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第５７回国土審議会土地政策分科会企画部会 

令和６年４月１６日 

 

 

【司会】  それでは定刻となりましたので、ただいまから、第５７回国土審議会土地政

策分科会企画部会を開催いたします。 

 委員の皆様方には、お忙しいところを御出席いただき、誠にありがとうございます。私、

事務局を務めます、土地政策課の明石でございます。しばらくの間、進行を担当いたしま

す。 

 本日の会議も、ウェブ会議併用での開催となります。通信トラブル等がございましたら、

何とぞ御容赦いただきますようお願い申し上げます。 

 ウェブで御参加の皆様におかれましては、御発言の際は手挙げ機能を活用いただき、マ

イクのオン・オフを都度お願いいたします。また、会議の傍聴を御希望された方も、ウェ

ブにてお聞きいただいておりますこと、御承知おきください。 

 本日は、浦川委員、草間委員、杉山委員、染谷委員におかれましては、所用のため欠席

の御連絡をいただいております。なお、委員の定足数は満たしておりますことを御報告申

し上げます。 

 その他の省庁側の出席者については、配付しております一覧表をもって紹介に代えさせ

ていただきます。 

 本日の会議の議事録につきましては、内容について委員の皆様に御確認をいただいた後、

発言者を含めて公表いたしたいと存じますので、御了解いただきますようお願い申し上げ

ます。 

 また、本日の資料につきましては、議事次第に記載のとおりでございます。資料につい

ては、事前送付または席上配布しておりますほか、画面でも表示をいたします。不備等ご

ざいましたら、事務局にお申しつけください。 

 それでは、議事に先立ちまして、中田土地政策審議官より御挨拶を申し上げます。 

【土地政策審議官】  こんにちは。土地政策審議官の中田でございます。 

 大変先生方はお忙しい中、また、本日は春というか夏のような感じになり、夏の暑い中、

わざわざこの審議会に足をお運びいただき、また、御参加を賜っておりますことを改めて

感謝申し上げます。ありがとうございます。 
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 冒頭、私のほうから御挨拶申し上げるのは、１つお願いというか、御案内をさせていた

だきたいと思っておりまして、本日、土地基本方針の改定案ということで、先生方には令

和４年８月から今日に至るまで大変深い御議論をいただいて、あとは私どもが、それを承

る形で何とか一生懸命に案を取りまとめるように努力してきたところでございますけれど

も、本日の御検討を経まして、土地基本方針の改定案の次段階はパブリックコメントとい

うことで、国民の皆様からの御意見を伺うという段階に進み、そしてまたその後、与党の

追記を経て閣議決定を目指すという、こんな段取りでございます。私どもとしては、６月

ごろの閣議決定をめどにして頑張っていきたいというふうに作業を進めたいと思っており

ますけれども、まずはその前段、大事なものとなりますパブリックコメントの案を、今日、

先生方に御議論をいただいて、それを踏まえた形で国民の皆様にパブコメをさせていただ

くというふうな運びでございますので、大変重要な本日の審議会でございます。 

 どうか忌憚のない御意見を賜り、中身がより充実したものになりますように、改めてお

願い申し上げますとともに、日頃の先生方の御指導に併せて感謝申し上げたいと存じます。 

 私は国会の関係で、この後、退出させていただくことになりますけれども、どうか私が

いなくなった後も、ぜひ、深い御議論を賜れればと存じますので、どうぞよろしくお願い

申し上げます。 

 本日は、どうもありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

【司会】  それでは、これより議事に入ります。以降の議事進行につきましては、部会

長の中井委員にお願いをしたいと存じます。 

 中井部会長、どうぞよろしくお願いいたします。 

【中井部会長】  皆さん、こんにちは。部会長の中井でございます。どうぞ本日もよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、議事次第に沿って議事を進めてまいります。今回は、前回の骨子案に対する

議論等を踏まえ、土地基本方針の改定案について議論を進めてまいります。 

 その前にまず、国土交通省から令和６年地価公示について、次に国土調査のあり方に関

する検討小委員会報告について話題提供がございます。質疑・意見交換の後、土地基本方

針の改定案について説明いただき、また、意見交換とさせていただければと思っておりま

す。 

 それでは最初に資料１－１、１－２について、不動産・建設経済局地価調査課の小玉課

長から御説明をお願いしたいと思います。よろしくどうぞお願いします。 
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【地価調査課長】  地価調査課長の小玉と申します。よろしくお願いします。 

 本日、私から令和６年地価公示について、簡単に御説明をさせていただきたいと思いま

す。資料は２種類用意してございます、１－１の概要と１－２の地図編の資料になります。

１－１の概要を使いながら、地図のほうも適宜、ちょっと行ったり来たりになりますけれ

ども、御説明をさせていただきたいと思います。 

 地価公示につきましては、３月の下旬に既に公表しております。恐らく報道等で御覧に

なった方々も多くいらっしゃるのかなと思いますが、そもそも地価公示とはというところ

を簡単に最初に触れたいと思います。概要資料の表紙の下の四角囲いがありますけれども、

地価公示は地価公示法に基づき、土地鑑定委員会が、毎年１月１日時点の正常な価格を判

定し公示するものというふうになっております。対象地点が、全国で２万６,０００地点と

なっております。 

 これに非常に似たものとしまして、都道府県地価調査という別の制度がございます。こ

れは一般的には、よく基準地価なんて呼ばれますけれども、半年、地価公示とずれて、同

じように全国の地価を、これは各県の都道府県知事が調べるんですけれども、それを国交

省のほうで取りまとめて公表しているということで、地価公示と都道府県地価調査は半年

ごとに補完し合いながら、地価動向を捕捉しているというような位置関係になると御了承

ください。 

 あと先ほど、１月１日時点と御説明しましたけども、今年は御案内のとおり１月１日に

能登半島で大きな地震がございました。これの影響についてなんですけれども、四角の真

ん中の米印にも書いていますけれども、一応、１月１日時点というので、１月１日零時時

点ということで整理をして、大きな地震は夕方にございましたので、その地震の影響は今

回の価格には含まれていないということで、今回は整理しております。具体的に御説明さ

せていただきたいと思います。 

 １枚おめくりいただきまして、（１）地価動向です。左上の全国平均についてですけれど

も、全用途平均、住宅地、商業地のいずれも３年連続で上昇し、上昇率が拡大をしており

ます。下に数字の表をつけておりますが、ピンクの全国のところを御覧いただきますと、

左側の全用途平均、これは令和３年にコロナの影響でマイナス０.５ということで下がり

ました。これが、令和４年、令和５年とプラスに回復し、令和６年は、対前年２.３％とい

うことで３年連続で上昇し、さらに前年と比べましても変動率が上昇、拡大したというよ

うな状況にございます。 
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 以下、三大都市圏ですとか地方圏と、いろいろな分類の仕方がありますけれども、当然、

地域などによって差はありますけれども、おおむねこの傾向、３年連続で上昇し、上昇率

が拡大したというのが平均的な地価動向になっております。 

 次の２ページを御覧ください。上の（２）全体的な特徴。文章で書いてありますけれど

も、全国の地価につきましては、地域や用途により差がありますものの、今回は上昇基調

を強めたというふうにまとめてございます。 

 その下、（３）個別の特徴ということで、住宅地、商業地、その他ということで、今回の

地価公示で見られた特徴的な動向を文章でまとめております。ここの特徴につきまして、

もう一つの資料の地図編と併せながら御紹介をしていきたいと思っております。行ったり

来たりしますが、申し訳ありません。 

 まず、住宅地の１つ目の特徴ですけれども、都市中心部や利便性・住環境に優れた地域

などでは、地価上昇が継続しているということで、図面のほうで千葉県市川市の具体例を

挙げてございます。総武本線の本八幡駅ですとか、都営新宿線の本八幡駅、また、京成本

線も通っていまして、非常に東京までのアクセスもよい地域になっております。また、北

側のほうは、非常に住環境にも優れた地域になっているということで、上のほうの市川－

３５とか３４は、いずれも県内で高い上昇率となっております。 

 ２つ目の特徴です。三大都市圏や地方４市の中心部における地価上昇に伴い、周辺部に

おいても上昇の範囲が拡大しているということで、図面で次の２ページ目、宮城県富谷市

の地価動向を示しております。富谷市は、仙台市の北に位置している市になりますけれど

も、仙台市の中心部の地価が大分高くなってきたということで、比較的、比べて価格水準

の低い周辺の富谷市に上昇の範囲が拡大しているということで、県内で１位、３位、４位

といった高い上昇率を富谷市は見せております。同様の傾向が札幌市周辺ですとか、福岡

市周辺でも表れてございます。 

 ３つ目の住宅地の特徴です。鉄道新線等の開業により、上昇値が拡大した地点が見られ

るということで、図面としては、宇都宮市・芳賀町の例をつけております。昨年の８月に

なりますけれども、宇都宮駅の東口のほうに工業団地と駅を結ぶライトレール、ＬＲＴが

開業しております。これで、これまではバス便だった地域が、各段に交通利便性が上がっ

たということで、周辺の地域が軒並み県内で高い上昇率を見せているというような状況に

ございます。 

 ４つ目の特徴です。外国人にも人気の高いリゾート地では、高い上昇となった地点が見
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られるということで、図面の４ページの富良野市の例を挙げてございます。富良野市は、

この地図の左側のほうです。スキー場もございまして、非常に今はスノーリゾート、夏も

リゾートとしてお客さんがたくさん来ていますけども、外国人の方もたくさん訪れるとい

うことで、別荘需要とかコンドミニアムの需要とかが増大しているということで、今回は

地価上昇率が住宅地で全国１位の２７.９％ということで、非常に高い上昇を見せており

ます。 

 続きまして商業地になります。１つ目の特徴は、若干全般的な特徴になりますけども、

都市部を中心に店舗需要の回復傾向が続いたほか、オフィス需要も底堅く推移したことな

どから、地価の回復傾向が進んでいるということで、新宿駅周辺の例を挙げております。 

 新宿駅は、駅を境に東側のエリア、これはどちらかというと物販商業エリアになります。

こちらは軒並み人流の回復も受けまして、上昇率も拡大しているというところが多く見ら

れます。 

 一方で西側のエリアですけれども、こちらはオフィスエリア、どちらかというとオフィ

ス街のエリアになりますけれども、例えば、黄色く塗っております新宿住友ビルディング、

ここは前年は上昇率が０.０ということで横ばいだったんですけども、オフィスのほうも

回復してきているということで、今回は１.６の上昇に転じたというような状況にござい

ます。 

 商業地の２つ目、再開発等が進んでいる地域では、地価上昇が継続しているということ

で、図面で広島市、広島駅周辺の地価動向をつけております。現在、広島駅では、南口の

ほうで再開発事業が進んでおります。駅から出ている広電のルートの付け替えも同時に行

われたりしておりまして、非常に利便性・繁華性が向上することが期待されているという

ことで周辺、特に駅に一番近いエールエールのＡ館というところは、県内１番の９.４％の

上昇という、高い上昇を見せてございます。 

 ３つ目の特徴です。インバウンドを含めた観光客が回復した観光地や繁華街では、地価

の大幅な回復が見られるということで、例として岐阜県高山市の例をつけております。高

山市は、コロナ前は非常にインバウンドで活況を呈していたんですけども、コロナで本当

に観光客が激減して地価が相当下がりました。ただ、ここに来てコロナからの回復で、地

価のほうも急上昇・急回復をしているということで、今回は１８.３％で、岐阜県１位の上

昇という高い上昇を見せております。 

 繁華街も、例えばですけれども、札幌の薄野とか再開発も進んでおりますけども、そう



 -6-

いうところで大幅な回復傾向などが見られる地域が多く見られております。 

 最後、商業地の４つ目ですけれども、マンション需要との競合により、高い上昇となっ

た地点が見られるということで、川崎市の川崎駅周辺の例をつけております。川崎駅左上

のほうに、川崎５－１６というのがございます。これが一番駅の、いわゆる商業地で一番

いいところ。これの価格を見ていただくと、５８０万円ということですけれども、少し離

れて国道１５号線沿い、この通りまで行きますと、商業地の価格が大分下がってくると。

価格が下がってきますと、マンションの需要と価格が釣り合ってくるということで、その

マンション需要も相まって高い上昇を見せているというのが、特に川崎ですと、この国道

１５号線沿いに見られております。 

 その他に移らせていただきます。その他の１つ目ですけれども、まず、半導体の進出で

高い上昇が見られたということで、具体例としては、熊本のＴＳＭＣ周辺をつけておりま

す。これも御案内お話かと思いますけれども、ＴＳＭＣの進出を受けて周辺は非常に高い

上昇を見せていまして、熊本大津５－１は商業地の全国１位ということで、３３.２％の上

昇というふうになっております。同じような傾向が、北海道の千歳のラピダスの進出した

地域の周辺でも、同様の傾向が見られております。 

 特徴の２つ目です。ｅコマース市場の拡大を背景に大型物流施設用地に対する需要が旺

盛となり、高い上昇となった地点が見られるということで、コロナを契機に、非常にｅコ

マースが盛んになったということで、それに伴って物流施設の需要が上がったということ

で、市川市、船橋市の臨海部の図面をつけておりますけれども、このエリアは非常にイン

ターも近く、交通アクセスもよいと。また、大規模物流施設に必要な大規模な土地がある

というようなことで、軒並み２０％後半の高い上昇をこのエリアは見せております。 

 ここまでは上がった話をしましたけど、最後は下がっている話になります。地方部を中

心に人口減少の進展などにより、引き続き地価が弱含んでいる地点が見られるということ

で、具体例として、愛知県の南知多の地価動向を載せております。これは知多半島の先の

ほうということで、やはり交通アクセスも不便と、人口減少、高齢化が進んでいる地域と

いうことで、引き続き下落をしているような地域になります。上がっている地域も当然あ

るんですけれども、やはり地方部では引き続き下がり続けているというところも多く見ら

れるというようなことかと思っております。 

 続きまして、概要資料３ページです。こちらは、色で塗っていますけれども、都道府県

別の平均変動率の昨年と今年の比較になります。これは色で見てもらえればと思うんです
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けども、住宅地は、左と比べて右のほうが下落から上昇に転じたり、上昇がさらに強い上

昇になったりというのが、何となく色の傾向で分かるかと思います。 

 次の４ページも同様です。こちらは商業地になりますけれども、やはり令和５年と比べ

て、令和６年のほうが、地価が回復しているというような傾向が見て取れるかと思います。 

 続きまして５ページですけれども、これは先ほどの都道府県別の推移を数字で書いたも

のと、右側には、それぞれの県庁所在地の地価動向の推移を書いております。基本的には

県庁所在地のほうが、都道府県の平均よりも、より地価動向が強めに出ているというよう

なものが、何となく色の感覚で分かるかなと思います。 

 同じく６ページも商業地になりますけれども、こちらも同じような傾向が、資料からい

えるかなと思います。 

 ７ページを御覧ください。こちらが、変動率の上位ベスト１０、高い順に並べたものに

なります。左側が住宅地になります。１番が富良野。これは、先ほども説明したリゾート

の関係になります。２番、４番、６番、９番に千歳が入っていますけれども、これは半導

体ラピダスの進出の影響によるものとなります。３番の宮古島も、リゾート地として最近

は人気がございまして、その影響もあって上がっています。８番の白馬も富良野と同じく、

やはり冬のリゾートとして人気が高いということで、今回は上がっております。 

 右側の商業地になりますけれども、１、２が熊本菊陽ということで、これが半導体のＴ

ＳＭＣの進出。３位、５位、６位に千歳がありますけど、これもラピダス、半導体になり

ます。４位の白馬はリゾートです。リゾートとして人気ということになります。７位に千

葉美浜とありますけれども、これは１年前にＪＲ京葉線の幕張豊砂駅というのが、新しく

できました。大きいイオンですとか、地点はまさにコストコがあるところなんですけども、

非常にもともと繁華性のあるところに駅ができて便利になったということで、大きな上昇

を見せております。大阪中央５－１９は、まさに道頓堀の一番いいところで、インバウン

ドで上がったのが、コロナの影響で非常に下がったんですけれども、それがまた急回復し

ているというような状況にございます。 

 １枚めくっていいただいて次は８ページが、反対に全国のワーストといいますか、下落

率の高い順番に並べております。 

 １番のいわきは、これは昨年、令和５年の台風１３号で浸水した地域で、そういった影

響もあって高い下落になっております。４位、５位、７位、８位、９位に、先ほど紹介し

た南知多が入っております。２位、３位が珠洲で、１０位が羽咋なんですけども、これは
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先ほど冒頭で御説明したように、今年の地震は入っていないんですけれども、もともと能

登半島ということで、人口減少・高齢化が進んでいると。それに加えて、令和５年とかに

も珠洲で大きな地震があったりして、そういう影響もあって引き続き下落をしているとい

うことになります。 

 右側になります。商業地のほうですけれども、こちらも似たようなところが出ておりま

すが、珠洲、羽咋、志賀、これは能登半島グループになります。あと、６位は南知多にな

ります。あとの残りのエリアは、北海道ですとか東北の山間部といいますか、やはり人口

減少等が進んでいる地域、この辺が比較的今回は、高い下落を見せているというような状

況にございます。 

 １枚おめくりいただきまして、９ページになります。こちらは、三大都市圏の最高価格

及び最大上昇変動率ということで書いてありますけど、全国で一番高かったところを紹介

しますけれども、住宅地は左上の最高価格、東京圏というところで、港区赤坂一丁目の地

点です。これは、ホテルオークラの近くの地点になるんですけれども、外国人向けの高級

マンションが並ぶような地域、ここが５３５万円ということで、地価公示でいうと７年連

続で最高価格と。 

 商業地ですけれども、その下のほうになりますけれども、中央区銀座四丁目の山野楽器

銀座本店と、四丁目からちょっと入った、入ったというか中央通りを行ったところになり

ますけども、ここが５,５７０万円ということで、こちらは地価公示では１８年連続のトッ

プというようなことになっております。 

 最後に、すみません、１０ページになります。細かい資料で恐縮ですけれども、上の資

料ですけども、これは先ほど御紹介した都道府県地価調査と地価公示は半年交互でやって

いるんですけども、お互いで調査している共通地点というのが一定数ございます。そこを

見ると、半年ごとの地価動向が分かるということで、それを図にしたものですけれども、

傾向的には前半よりも後半のほうが、若干伸びが高いということになっております。 

 あと、最後に下の資料になりますけれども、これは個別の地点ごとに上昇、横ばい、下

落が何％あるかというふうに見た資料になり。左上の全国の全用途を見ていただきますと、

上昇が令和６年で６５.１％、全国の６５％が上昇で、下落が２２.６％ということで、か

なり上昇が全体でも増えてきたということなんですけれども、一方で右側のほうに目を移

していただいて、地方圏のその他というところです。これは、地方圏の中でも札幌、仙台、

広島、福岡を抜いた地域になりますので、比較的地価動向は弱く出るような地域になりま
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すけども、こちらで見ますと、上昇は令和６年でまだ４１.３％、下落が３９.８％という

ことで、最初に御説明した全体の平均的には上昇基調にあるということなんですけども、

やはり個別に見ると地域ごとに差もあるということで、特にどうしても地方部のほうが、

まだ弱含んでいる傾向があるというところが見られるかと思います。 

 大変駆け足で恐縮ですけども、説明は以上になります。 

【中井部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは続いて、資料２の御説明をお願いしたいと思います。 

【地籍整備課長】  地籍整備課の實井でございます。よろしくお願いします。 

 資料２を１枚めくっていただきまして、１ページ目で説明をさせていただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 国土調査のあり方に関する検討小委員会の報告を御紹介いたします。第７次国土調査事

業十箇年計画に基づきまして、地籍調査と土地分類調査を実施しているところでございま

すが、この十箇年計画は、中間年にその実施状況を検証するとともに、その結果を踏まえ

て必要に応じて見直しを行うものと定められており、今年、令和６年がその中間年に当た

るということで、昨年１０月から国土審議会の国土調査のあり方に関する検討小委員会に

おいて議論を行ってまいりまして、第７次計画の後半における取組の方向性について報告

書を取りまとめ、３月に公表いたしましたので、その概要について御説明をさせていただ

くものでございます。 

 まず、地籍調査ですけれども、一筆ごとの土地の境界や面積などを調査するもので、主

に市町村が実施しているものでございます。令和２年に所有者が不明な場合の調査手法や

図面等調査などの新たな調査手続、街区境界調査やリモートセンシングデータを活用した

調査などを導入することによって、調査の促進を図るべく取り組んできたところでござい

ます。真ん中の表にございますように、地籍調査につきましては、新たな取組が緒に就い

た段階というところもございますけれども、計画目標に対する達成率というところで見ま

すと、３年間やってきたところでございますけれども、なかなかまだ計画のとおりにはい

っていないということで、さらなる促進のための取組が必要といったような状況がござい

ました。 

 本小委員会は、計４回開催し、調査を取り巻く近年の動向などを踏まえた御議論をいた

だき、計画後半の主な取組の方向性について取りまとめたところでございます。 

 計画後半の主な方向性として、大きく４点ございまして、１番目ですけれども、地籍調
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査の実施環境の整備の部分につきましては、市町村の担当者が１名以下という自治体も少

なからずあるという中で、調査関係業務を外部委託する包括委託制度の好事例の横展開で

ありますとか、国による相談体制の強化というものを図るべきとされております。 

 ２番目は一筆調査の円滑化となります。所有者探索に関しては、固定資産課税台帳など

の利用が可能という形で取り組んでいるところなんですけれども、利活用ができる所有者

等関係情報を整理して、さらなる利用情報の拡大を図ること。また、所有者等の所在が明

らかであっても、所有者等の立会いなどの協力が得られないといった場合に、筆界案を送

付して一定期間に返事がない場合は、所有者等の確認があったとみなす手続を導入するこ

と。さらに、遠隔地に居住する所有者等に対して、オンラインによる筆界確認の方法の導

入について技術検証を行い、導入を検討することとされております。 

 ３番目の都市部・山村部の調査につきましては、都市部については街区境界調査の導入

促進を図るとともに、その成果の公開に向けて検討することや、国によるモデル事業の実

施等により、民間測量成果の活用を促進すること。また、山村部につきましては、リモー

トセンシングデータを活用した調査を導入したところですけれども、測量精度の向上を踏

まえて、その活用範囲を拡大していくこととされております。 

 ４番目の今後に向けた検討につきましては、調査実施地域の在り方などにつきまして、

その方向性について早期に検討を開始することとされております。 

 次に土地分類調査関係ですけれども、こちらは地籍調査と異なりまして、国直轄で整備

をしているものでございます。地形の改変履歴や土地利用の変遷、災害履歴などを調査し、

国土交通省ホームページの国土情報ウェブマッピングシステムや地理院地図で公表してい

るものでございます。 

 第７次計画では、人口集中地域及びその周辺を対象に、２０，０００平方キロメートル

を整備するといった目標を掲げているところでございまして、令和４年度末までで約４,

０００平方キロメートルの整備を完了しているといったところでございます。 

 今後、災害リスクが高いと考えられる地域の整備を加速化すること、地方公共団体、地

理教育での調査成果の利活用促進に加えまして、官民の防災関係者の認知度向上を、調査

成果の利活用促進に取り組むといった方向性が示されているといったところでございます。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  どうもありがとうございました。 

 それではここで、本日は後ろのほうの議題が重たいので、しかし若干は御質問や御意見
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の時間は取れるかなと思いますが、まずは対面で御参加いただいている委員の皆さん、御

発言を希望される方はどれぐらいいらっしゃいますでしょうか。どなたもいらっしゃらな

い。オンラインの皆さんは、御発言を希望される方はいらっしゃいますか。全然ないとい

うのも、ちょっと予定外なんですけれども、いかがでしょうか。２、３は御質問を受けら

れるかと思いますけれども。 

【奥田委員】  では。 

【中井部会長】  じゃあ、奥田委員どうぞ。 

【奥田委員】  国土調査の実施状況のところで、計画目標に達する達成率がやや低かっ

た背景について、よろしければ教えていただければと思います。 

【中井部会長】  お願いいたします。 

【地籍整備課長】  先ほど少し触れたんですけれども、地籍調査を進める中で、令和２年

に新しい取組を導入したところ、導入過程として複数年を要するということで、令和２年

から直ちに全部の新しい取組が導入されたわけではないというのが１点あるのと、あとは

これまで地籍調査を進めてきたところ、都市部とか、なかなか調査が難しいエリアがたく

さん残っておりまして、その部分で進捗が予定どおり伸びていかなかったということが考

えられます。様々な要因があるかと思いますけれども、代表的なものとしては、そのよう

なものがあると思っています。 

【中井部会長】  奥田委員、どうぞ。 

【奥田委員】  分かりました。ありがとうございます。 

【中井部会長】  よろしいですか。 

【奥田委員】  この施策がうまく軌道に乗れば、進んでいくであろうという認識でよろ

しいでしょうか。都市部は、解決が難しい問題が残っているとは思いますけれども。 

【地籍整備課長】  やはり都市部と山村部のところが残っておりますので、資料で申し

上げますと、４ページに詳しい資料をつけておりますが、かなり詳細に小委員会の中で議

論をいただきまして、都市部での取組とか、山村部での取組といったことが取りまとめら

れております。今後、この方向性に基づきまして制度の見直し等々を行って、加速化させ

ていきたいと思っております。 

【奥田委員】  ありがとうございます。 

【中井部会長】  松尾委員どうぞ。 

【松尾部会長代理】  どうもありがとうございます。 
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 地価調査について、２つほどお伺いしたいと思います。詳しい調査結果を取りまとめて、

報告いただきまして、ありがとうございました。 

 今年の地価公示の結果を見て、全般的には上昇しているけれども、地域によって特徴が

あり、上昇率の高いところ、低いところ、下がっているところもあるということでした。

そういう結果を分析してみて、政策的な観点から、こういう政策が功を奏しているとか、

あるいは何らかの政策的対応が必要ではないかとか、そういった原因分析とそこから得ら

れるインプリケーションについて、何か検討が加えられた点があれば、教えていただきた

いと思います。 

 ２点目は、それとも絡みますが、地価動向について、住宅地・商業地、その他というこ

とでまとめていただいています。そのうち、が、例えば、商業地の中で再開発が進んでい

るところは、地価が上昇しているということで、広島のケースを挙げていただいています。

ここで広島を取り上げていただいた理由について、補足的に教えていただきたいと思いま

す。 

 都市部では再開発が急速に進んでおりますので、地価への影響はどうなっているのかは、

非常に気になるところでもあります。それもあって、少し補足情報をいただけるとありが

たいです。 

【中井部会長】  事務局お願いいたします。 

【地価調査課長】  御質問ありがとうございます。 

 １点目のいろいろ今回の地価動向の評価的な話ですけれども、資料でいうと２ページで

個別の特徴でいろいろと上昇している地域の要因は、先ほど個別に御説明したんですけど

も、やはり分かりやすいのは再開発が進んでいる地域とか、例えばですけど、鉄道の新し

い路線ができましたとか、そういったところは比較的分かりやすく上昇ができるかな。当

然もともとの地価動向のベースとかはあるんですけども、やはりこういうところは、非常

に分かりやすいかなというのと、あと今回、大きかったのは、インバウンドがやっと復活

したということで、相当、逆に数年前はインバウンドがなくなったことで、かなり下落し

ていた。先ほどの高山市ですとか、あとは大阪の道頓堀なんかもそうなんですけれども、

そういうところが急回復しているというようなところの特徴がいろいろありますけども、

やはり全体的にいって、何もしていなくて上がるというわけではないなという感じが、や

はり何らかのやはり手を加えているとか。例えば、今回はちょっと書いていないんですけ

ど、当然、新幹線、調査時点ではまだ新幹線が通っていなかったですけども、開業をにら



 -13-

んでいる地域、そういうところでも合わせて再開発なんかも進んでいて、そういうところ

は、これまでより上がっているとかそういうのがありましたけども、やはり何らかの理由

が、手を加えているとか、そういうところが上がっているのかなと。なので、何もしなく

ても全国で上がるわけではないのかなという感じは非常にしております。その結果なのか

分からないですけども、やはりだから弱いところも地方部なんかは、引き続き下落を続け

ているところも多いというようなところもあるのかなと思っております。 

 ２つ目の広島を選んだ理由ということ、再開発の中で、実は再開発の事例は全国に結構

いろいろありまして、有名なのは例えばですけど、福岡ですと博多コネクティッド、天神

ビッグバンとか、あとは札幌周辺なんかも相当、今は新幹線の開業をにらんで相当再開発

が進んでいます。結構、全国各地で進んでいる中で、いろいろトピック的な意味もあり、

広島がどっちかというと札幌・仙台・広島・福岡の中では、地価動向があまり激しくない、

そこと比べると、地価動向があまり激しくないエリアと。そういう中で、やはり県内１位

の上昇率を見せていたというようなこともありましたので、今回は広島を例の１つとして

取り上げさせていただきました。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  それでは続いて、竹中委員、お願いいたします。 

【竹中委員】  ありがとうございます。 

 私は資料２の方の国土調査のあり方に関する委員会の報告の下の見直しの方向性で、土

地分類調査関係で、災害リスクのことに触れられているんですけれども、今回の能登の地

震で本当にショックだったのは、液状化現象が、本当に普通の住宅地で液状化が起こって

本当にすごいことみたいな、そういうことが実際に起こったと。これに関して、本当に土

石流だとか、割と見やすいところは整備が加速化というのは分かりやすいんですけれども、

液状化のリスクが高い地域の整備の加速化というのは、どういうふうに考えておられるの

でしょうか。 

【中井部会長】  事務局いかがでしょうか。 

【地籍整備課長】  液状化のリスクにつきましては、ハザードマップなど液状化リスク

の高い地域の情報等、この土地分類調査以外のデータの中で整理しているものがございま

すので、そういったものも参考にしながら、その他の豪雨災害とかもございますし、その

ような災害リスクの高いところなども検討しつつ、ニーズの高いところを、まず優先的に

進めていくというようなところで検討しているという状況でございます。 



 -14-

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ちょっと時間のこともありますので、これで最後にしたいと思いますが、清水委員、御

発言があるようですので、よろしくお願いいたします。 

【清水委員】  清水でございます。ありがとうございます。 

 簡潔に申し上げたいと思いますが、地価公示についてでございます。私が気になるのは、

冒頭で御紹介のあった標準値の数が２万６,０００ということなのですが、以前、３万２,

０００点ぐらいあった時期があります。平成１５年とか１６年頃でございます。その後、

経費削減というのもあったり、あとは取引価格情報の公開がスタートしたというふうなこ

とも背景にあったと理解していますけれども、じわじわと地点数が減って、一時は２万３,

０００ぐらいにまで減ったんですけれども、その後また少しずつ増やして、２万６,

０００になって、この７、８年は２万６,０００というのに落ち着いているという理解をし

ていますけれども、これは国交省としてどういうお考えの下に、この２万６,０００という

数字を捉えていらっしゃるのか。地価が上昇して土地取引が増えている中で、今後増やす

計画があるのか。いやそうじゃなくて、もう費用対効果の関係で他の情報公開制度も充実

してきたので、この２万６,０００というのを当面は続けていくつもりなのか、その辺りの

お考えをお伺いしたいと思います。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  事務局どうぞ。 

【地価調査課長】  ありがとうございます。 

 先ほど御紹介あったとおり、ピーク時はたしか３万２,０００地点ぐらいあったものが

地点が減ってきて、あとは政治的なこともあったりして一時は相当減った中で、それが戻

って２万６,０００ということで、今は落ち着いているような。これはもうそれなりの期間

は続いております。 

 なかなか適正地点数というのは難しいと思うんですけども、もちろんたくさんあったに

越したことはないなというのは、それは当然、精度の確度の向上からあったほうがいいな

と思うんですけども、当然、お金も要ることになりますので、なかなかいろいろ予算状況、

予算成果の中で、今はこの２万６,０００地点に落ち着いているということは、御理解いた

だければと思います。 

【清水委員】  ありがとうございます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 
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 それでは、この話題はここまでとさせていただきまして、本日のメインの話題でござい

ますけれども、土地基本方針の改定案についてを議題とさせていただければと思います。

資料３、資料４が用意されておりますので、土地政策課の堀江土地政策企画官から、御説

明をお願いいたします。 

【土地政策企画官】  土地政策課の堀江でございます。よろしくお願いいたします。 

 ただいま、部会長から御紹介いただきましたように、今回の土地基本方針の改定の議題

に関しまして、資料を２点御用意させていただきました。資料３、資料４でございます。

この２点に基づきまして、改定案について御説明差し上げたいと思います。 

 まずその前に、委員の皆様におかれましては、事前に資料をお送りするのが遅くなって

しまいまして、十分に吟味していただく時間がなかったのかなと思っております。申し訳

ございませんでした。今回の部会の場で、ぜひ、忌憚のない御意見をたくさん頂戴できれ

ばと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、資料３、こちらのパワーポイント資料でございます。骨子案に対する御意見

等ということで、先月、３月の企画部会をこちらで開催いたしましたものですけれども、

その場で様々な御意見を頂戴いたしました。そのときにいただいた御意見を少し整理いた

しまして、その御意見と、本文への反映状況であるだとか、御指摘に対する役所サイドの

考え方等についての御説明という形になります。 

 それでは、１ページ目をお願いいたします。お時間もございますので、幾つかピックア

ップする形で御説明させていただきたいと思います。 

 まず、項番の１番でございますけれども、サステナブルな土地利用管理という目標・目

的に関して、御意見・御指摘をいただきました。御指摘のとおり、サステナブルな社会の

実現、社会の形成というところを大目標、大目的としてございますけれども、今回は土地

基本方針の改定案ということで、政策の直接の対象である土地の利用管理の在り方という

観点から、用途の転換等による循環利用等の、従来、必ずしも強調されてこなかった持続

可能性といったものを意識することで、この大目的の社会の形成を実現していきたいとい

うことで、作成しているというところでございます。 

 １個飛んで、項番３でございます。今回、新たに施策の背景となる社会経済情勢の変化

といった課題認識をお示しさせていただくような構成としました。ですので、課題と施策

について、直接的なつながりを持った記載をという御指摘でございました。十分でないか

もしれないですけれども、対象となる土地の状況や防災・環境等の分野と地域特性等に応
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じた施策の塊というのを意識して、できるだけ体系的な記載になるように努めてまいりま

したので、後ほど御紹介させていただければと思います。 

 次のページをお願いいたします。項番の５番、６番でございます。「非宅地化」について

の御指摘・御意見でございました。今回の土地基本方針の改定案のキーワードでもござい

ます、この「非宅地化」でございますけれども、空き地等の管理不全による悪影響の発生

防止を狙いといたしまして、当面は従前の宅地としての利用が見込まれないといった場合

に、暫定的な、一時的な利用も含めまして、コミュニティーに向けた農園、防災空地とし

て再利用することであるだとか、住宅・団地内での空き地の隣地統合を含め、菜園等とし

ての利活用。また、将来的にも宅地利用が見込まれない場合は、自然地に戻していくとい

ったことも想定しているところでございます。 

 このような、これまで土地政策の中で必ずしも目を向けてこなかった非宅地化というも

のを含む土地利用転換といった政策課題として、正面から土地基本方針のほうに取り上げ

まして、政策転換の方向性として示すといったところに意義があるものと考えているとこ

ろでございます。 

 それでは次のページ、３ページをお願いいたします。１２番でございます。防災、地震

災害についての記載について、御意義があるという御指摘と、能登半島地震でも地域によ

って、場所によっての被害の状況の差といったことも踏まえた建築の観点だとか、さらに

さっきの御質問もあった液状化など、地震リスクを踏まえた土地利用の在り方に関しての

御指摘でございました。これに関しましては、建築基準、建築物の被害について、有識者

委員会を開催してございまして、被害状況の把握・原因分析等を進めているところでござ

います。また、液状化の対策ということでは、発生可能性のある地域において、地方公共

団体が実施するような液状化対策や、ハザードマップの作成を促してございます。また一

方で、地震リスクを踏まえた土地利用の在り方というものは、今後の検討課題として認識

しているというところでございます。 

 次の１３番も防災関連の御指摘でございました。防災集団移転への御意見でございます。

この防災集団移転というものは、居住に適当でないエリアからの移転について、地域の合

意形成を促すというような政策の選択肢の１つでございますが、後ほどちょっと本文案を

御覧いただきますけれども、「防災集団移転」という記載自体は、一旦削除しております。 

 それでは、次のページをお願いいたします。１４番、１５番でございます。森林の意義

とか野生動物等の対策についての御指摘でございました。これらに関しましては、森林の
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パートの部分であったりだとか、農地の部分、それぞれ保安林や保安林以外のものという

ような観点も含めて、森林の記載について少し充実させました。また、動物のバッファゾ

ーン、緩衝帯についても、農地の文脈の観点で記載させていただいています。 

 それでは、次のページをお願いいたします。５ページの１９番です。農地についての国

の関与についての御指摘でございました。食料安全保障、安定供給の観点から、この通常

国会に法案を提出してございます。この法案提出を踏まえた記載ということで、今回は盛

り込んでいる部分でございます。国の関与の強化という表記につきましては、提出してい

る法案の趣旨を踏まえ、改めて記載をさせていただいておりまして、農業地の面積目標の

達成に向けた措置の強化というような表記に変えてございます。 

 次のページをお願いいたします。２２、２３、２４の３点でございます。投資環境の整

備という観点で、様々な御指摘をいただきました。デジタル証券であったりだとか、投資

対象不動産の多様化、またはＥＳＧ投資、そういった御指摘を踏まえて、本文のほうでも

意識して記載に盛り込んでございます。 

 次のページをお願いいたします。７ページ目でございます。２８番でございます。不動

産情報ライブラリについての御指摘をいただいたところでございます。地震も含めて、災

害に関する情報を掲載しているところでございます。引き続き、ユーザーのニーズを踏ま

えたデータ掲載を検討していきたいというところでございます。 

 その下、２９番はＤＸの推進についての御指摘でございました。ＤＸはあくまでも手段

であるということでございましたので、ＤＸの推進による土地政策の基盤強化というよう

な項目に修正してございます。 

 次のページをお願いいたします。３０番から３１番、３２番の３点です。地域コミュニ

ティについての様々な観点からの御意見・御指摘を頂戴いたしました。これを踏まえて、

本文のほうにも、仮に市場価値が低い場合に、なかなか流通しないようなものであっても、

近隣住民や地域コミュニティにとっての意義がある場合には、地域コミュニティの役割に

期待されるところが大きいという考え方です。そういった地域の活動について支援する旨、

新たに今回は本文のほうに記載してございます。 

 最後に最終ページ、９ページでございます。３７番です。メリハリのある記載をという

ような表記についての御指摘でございました。なるべく基本的な考え方は、しっかりと骨

子案をベースに拡充をいたしまして、また、施策編につきましても、審議事項・拡充事項

をより詳細になるように意識しながら作成いたしましたので、後ほど、本文案のほうを御
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覧いただければと思います。 

 資料３については、以上でございます。 

 続きまして、資料４の本文案について御説明させていただければと思います。 

 まず、目次でございます。この目次に関しましては、今回の本文の構成、第一、第二と

ございますけれども、大きな変更点はございません。第一に基本的な考え方を、今回から

新たに盛り込んだこと。そして第二、土地に関する施策に関しましては、第１章から第４章

の４章構成としてございます。一部、先ほど申し上げたようなＤＸの推進のような表記の

修正であったりだとか、ちょっと順番を入れ替えたりとかというところはありますが、こ

の構成自体には変更ございません。 

 では、１ページ目、本文のほうをお願いいたします。 

 まず、第一ということで、基本的な考え方、現状・課題について骨子案をベースに大き

く加筆してございます。 

 （１）の人口減少・少子高齢化・世帯数の減少ということにつきましては、こういった

ことも背景として需要の低下であったりだとか、無居住化といったものを念頭に入れてご

ざいます。 

 （２）番の東京圏等への集中・偏在が進んでいる一方での地方への関心の高まり等、ま

た、ＤＸ、ＧＸといった新しい社会変革の動きといったものも記載してございます。 

 あとは下段のほうの（３）番、気候変動の影響による水災害のリスク増大に加えまして、

ページはまたがりますけれども、能登半島地震もございましたけれども、改めて地震リス

クというものが具現化しているということも踏まえたものということで、現状課題の認識

を記載しているところでございます。 

 ２.の取組の方向性・目標につきましては、サステナブルな土地の利用管理の実現といっ

たスローガンについては、骨子案をベースにしてございます。 

 次のページ、３ページ目をお願いいたします。ここからが施策編ということでございま

す。表記凡例について記載がございませんけれども、今回の本文案には下線を引いている

箇所がございます。これらにつきましては、前回は、もう少し様々な種類がございました

けれども、今回は１種類の線なのですが、基本的には前回同様、現行の基本方針から新た

に盛り込んだ事項や、取組の進捗を踏まえた拡充事項というものに関しまして、下線を引

かせていただいております。 

 第二の施策ということで、第１章からですけれども、第１章は適正な土地の利用や管理
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ということで、記載してございます。 

 国土計画との関連という御指摘も、いただいているところでございました。第１章の柱

書のところ、中段のところでございますけれども、昨年夏に決定された国土形成計画や国

土利用計画。その中で、国土の管理水準の悪化というような懸念などに対した国土荒廃防

止だとか、地域の持続性確保につながる土地の有効利用等、転換の推進の重要性というも

のが示されてございました。そうした国土計画でも示されている視点というものを、私ど

もの土地基本方針のほうでも、しっかりと意識しながら関連施策について記載してござい

ます。 

 １.でございますけれども、低未利用土地、所有者不明土地というところでございまして、

下線が引いてあるところです。（１）の①番でございますけれども、今回の土地基本方針改

定案の１つのキーとなる「非宅地化」というところです。土地利用の円滑な転換、継続的

な管理を確保するための枠組みの構築というものを、１の１で記載しているというところ

でございます。 

 次のページをお願いいたします。そのほかは昨年改正されました、空き家対策特別措置

法に基づく諸制度であったりだとか、このページの下段です。所有者不明土地法に関しま

しても、令和４年に様々な制度が設けられました。そういったものを、今はしっかりと適

切に運用していく、普及させていくという段階でございますので、こちらについてもしっ

かりと記載してございます。 

 また、そうした所有者不明土地対策と空き家対策の一体的な推進ということが、特にこ

の足元では意識されているところでございますので、この土地基本方針に関しましても明

記してございます。 

 ５ページ目の中段からは発生抑制というところで、これはまさに今月からスタートいた

しました、相続登記の申請の義務化であったりだとか、もう１年近くたちますけれども、

相続土地国庫帰属制度といったものもしっかりと記載してございます。 

 ６ページ目でございます。ここでも空き家についてというもののほか、中段の民民関係

でのという②がございますけれども、管理不全土地・建物管理制度といったものの、さら

なる活用を促していくことであるだとか、新しい取組として、遠隔地に居住している所有

者が地域の事業者等を活用して、何か管理を任せられるような方策というものを検討でき

ないかということで、問題意識のほうも記載してございます。 

 このページ、６ページの２.というところから、また少し切り口を変えてございまして、



 -20-

土地の状況に応じたということで、これも今回の改定案のポイントでございます。防災・

減災であるだとか、環境保全というような切り口から記載を充実してございます。これは

まさに冒頭のほうで、現状・課題の問題意識を書いてございますけれども、そういったと

ころも踏まえた記載の在り方になると思っております。 

 防災・減災に関しましては、流域治水等の浸水被害対策というところに始まりまして、

７ページ目でございます、災害に備えたまちづくりということで、事前の復興まちづくり、

または事前の防災まちづくりといったものを進めていこうということをうたっております。 

 また、骨子からの変更点といたしまして、③番、中段にございます１３行目です。盛土

等の安全確保対策というものは、こちらは骨子ベースでは独立していなかったんですけれ

ども、しっかりとここはやっていくべきだろうというところでございましたので、項目と

して③番の盛土対策について、独立させたというところで変更点が１点ございました。 

 ７ページの途中、下段、２１行目からは（２）環境との共生というところでございます。

こちらも非常に重要な観点ということで、下線が結構多いパートとなっているところでご

ざいます。 

 このページの自然共生サイトの認定というようなところに始まりまして、次のページ、

８ページ目にまたがりますけれども、グリーンインフラの推進であるだとか、みどりの食

料システム戦略に基づく環境負荷の低減。また新たに設けられた地域脱炭素化促進事業制

度や、低炭素水素の供給・利用というような、様々な取組について盛り込んでいるという

ところでございます。 

 この後の８ページ目、（３）、（４）も、新しく検討課題、問題意識として記載していると

ころではありますけれども、管理不全等の外部不経済を防止するであるだとか、工場跡地

等の相当期間未利用となっている土地につきまして、利用できるようにどのように戻して

いくかであるだとか、管理していくかというような方策の導入に向けた検討というものを、

ここで記載してございます。 

 最後の（５）です。安全保障等につきましても、重要土地調査法という法律ができて、

運用されているところでございますので、そちらについてもしっかりやっていくというこ

とが、このパートに記載されてございます。 

 ９ページ目に進みます。３.ということで、地域の特性に応じたというような施策パート

になります。ここに関しましては、都市であるだとか、農地、森林地域といった地域区分

ごとのような塊を意識して記載してございます。 
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 まず、（１）の都市に関しましては、都市のコンパクト化の推進というものに加えまして、

下段のほう、３２行目以降になりますけれども、都市緑地の多様な機能の発揮等を図って

いくようなまちづくりＧＸを進めていこうというようなものであるだとか、ページをまた

がってしまうんですけれども、９ページから１０ページにかけて、老朽化マンション等の

対策として、そういった老朽化の区分所有建物対策の検討というところもうたってござい

ます。 

 また、その下のパラグラフの土壌汚染対策というのも、今回の土地基本方針にしっかり

と位置づけようということで、新たに設けたというところでございます。 

 （２）は、農地に関してというところでございまして、委員からの御指摘もあった箇所

でございますけれども、農業地の面積の確保というような取組であったりだとか、ちょっ

と下りまして、２１行目、農山漁村の活性化のための計画策定であったりだとか、荒廃農

地の有効活用といったところについての様々な取組について。この中で御指摘のあった、

鳥獣緩衝帯の取組といったような記載についても、この本文案に盛り込ませていただいて

ございます。 

 （３）森林に関しての適正な利用・管理ということで、少しこちらも記載のほうを充実

させていただいております。多面的機能の十分な発揮、または公益機能の発揮に向けて、

保安林または保安林以外の開発許可制度といったものを通じて、適正利用を確保していこ

うということをしっかりとうたっているというところでございます。 

 次のページをお願いいたします。（４）は、少し今の区分とは、またちょっと毛色が変わ

るんですけれども、地域の維持・活性化というような観点からの記載パートとなってござ

いまして、これも今回の改定案のポイントであると思っております。 

 その１番目です。産業用地の確保に向けた土地利用転換の迅速化というような、地域産

業活性化という観点からの取組ということで書いてございます。その他、住宅団地の再生

事業であるだとか、国土の管理構想、また、このパートの一番下のスモールコンセッショ

ンの推進というものを新たに設けてございます。 

 以上が、非常に全体は多かったんですけれども、第１章でございました。 

 １１ページの下段のほうから第２章ということで、土地の取引についてということで始

まります。不動産市場の環境整備であるだとか、投資環境の整備による市場の活性化とい

うことが書かれてございまして、１２ページの（２）のほうで、投資環境の整備によると

いうパートがございますけれども、この中で、先ほど委員の御指摘に対する回答のところ
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でも少し申し上げましたけれども、投資対象不動産の多様化、ＥＳＧ投資の拡大というよ

うな記載があるほか、次のページにまたがりますけれども、１３ページでございます。冒

頭の２行目ですけれども、グリーンインフラへの民間投資の促進というようなものを検討

していこうということを、記載しているというところでございます。 

 以上が第２章です。 

 １３ページの中段から第３章ということで、土地に関する調査・情報提供でございます。

３１行目から調査の実施という１.がございます。地籍調査ということで、先ほど、こちら

のほうから話題提供させていただきましたけれども、そういった検討も踏まえた調査手続

の円滑化であったりだとか、都市部・山村部の調査の推進といったものの見直しについて、

しっかりとここにも位置づけてございます。 

 また、法務局地図作成事業を委員のほうからも御指摘が前回にあったかと思うんですけ

れども、こちらについても、次期計画の策定に向けてしっかりと書いておるというところ

でございます。 

 １４ページの中段まで下りまして、３.のところです。土地に関する多様な情報の提供と

いうことで、御意見の回答のところでも少し言及しましたけれども、今月から運用をスタ

ートしてございます、不動産情報ライブラリについても、活用を促していこうということ

であるだとか、３３行目の４.のところが、申し上げたＤＸの推進による土地政策の基盤強

化ということで、様々なデジタル技術の活用であったりだとか、データ活用をしていこう

ということでのパートとなってございます。 

 １５ページをお願いいたします。この中で、建築・都市のＤＸであるだとか、国土数値

情報のさらなる利活用に向けてというような、まさに基盤強化というような観点からの記

載となってございます。 

 この１５ページの中段から第４章、最終章、総合的な推進に関してのパートでございま

す。多様な主体間の連携協力という、１.でございますけれども、こちらに加えまして、最

後のページ、１６ページでございますけれども、２.の多様な活動を支える人材・担い手の

育成というところで、１０行目のところで、先ほど申し上げた骨子から新たに追加した、

コミュニティ等の役割、活動支援についてということで、記載してございます。 

 その他、多様な活動を支える人材ということで、不動産鑑定士の皆さんの担い手確保で

あったりだとか、地域における不動産業の確保・育成。また、少し高度なプロフェッショ

ナル人材の検討というような記載をしてございます。 
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 最後は３.基本理念と４.のＰＤＣＡサイクルということで、とじるというような形でご

ざいます。 

 以上、つまみ食いで雑駁ではございましたけれども、前回意見への御回答と、本文案を

駆け足で御覧いただきました。 

 説明は以上でございます。 

【中井部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、これから皆さんの御意見、あるいは御質問を受けたいと思いますが、残りが

大体予定されている時間ですと５０分ぐらいで、本日、私を除くと１２名の方が参加され

ているので、平均すると４分とかそんな感じかなと思います。 

 この審議会というか企画部会は、今回が、一応一区切りということだと聞いております

ので、この土地基本方針について、心残りのないように御発言をいただければと思ってお

ります。 

 それでは、どなたからでも結構ですが、どなたから口火を切っていただけますでしょう

か。いかがでしょう。オンラインの皆さん。 

 それでは、まず瀬田委員、お願いします。 

【瀬田委員】  どうもありがとうございます。よろしくお願いします。大変きれいにし

っかりおまとめいただいて、ありがとうございます。 

 １点だけなんですけれども、骨子のときからサステナブルな土地の利用・管理というの

を強調されていたと思います。ただ、本文を見ると、あまりサステナブルが具体的にどう

いう意味かというのが、実はあまりしっかり書けていないというふうに認識しています。

今、お見せいただいている宅地化等を前提とした土地政策から軸足を移すんですけれども、

それは実際にどういう意味で持続可能なことを達成するのかと。その後に「具体的には」

と書いてあるのですが、やはりここもどういう形で持続可能な土地の利用・管理を進めて

いくのかというのが、ちょっとよく分からないと思いました。 

 恐らく、資料３で説明いただいた意見の中にも、サステナブルについての意見もあった

と思いますけれども、これも少し関連はしているのかなと思っています。具体的にどうい

う意味でここで書かれているのかというのを質問させていただきたいのと、あとはできれ

ばその説明を、今、お見せいただいている概要に書いてあることも含めて、少し丁寧に書

いていただくことが必要かなと思っています。 

 以上です。ありがとうございました。 
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【中井部会長】  ありがとうございます。 

 今すぐお答えはできますか。お願いします。 

【土地政策課長】  サステナブルの意味についてでございますが、ここは確かにうまく

表現できていなかったところで、失礼いたしました。 

 今のところ考えていますのは、土地の利用の需要が減っている中で、新しい用途を見つ

けて再利用していく、循環利用していくという意味での適切な利用転換というのが１つで、

もう一つは、利用とか管理の担い手を見つけていく。ちゃんと使ってくれる、管理してく

れる人を捕まえていくということ。それから、それで管理が適正にされることによって、

土地が荒れる、放棄されるということがないようにすること。大きくは、その３点が、こ

のサステナブルの意味するところかなと考えておりまして、そこは直接的に表現ができて

いなかったところですが、施策全体としては、そうしたものが散りばめられているつもり

でいたというところです。 

 以上です。 

【瀬田委員】  ありがとうございます。 

 認識は、私もそう思っていますので、ぜひそれを文章に反映していただければと思いま

す。 

 以上です。ありがとうございました。 

【中井部会長】  ほかには。ほかの委員の皆さんいかがですか。 

 では、竹中委員お願いいたします。 

【竹中委員】  ありがとうございます。 

 環境共生に関しては、かなり文章を加えていただいて、分かりやすくなったかなと思い

ます。 

 今回ちょっと気になったのは、このコンパクトシティという言葉なんですけれども、ど

れぐらいの規模でコンパクトシティを考えておられて、それをどういうふうに配置してい

く理想像みたいなのがおありなのかということと、コンパクトシティと、それから非常に

地方のいわゆるローカルなところとの関係みたいな、その辺を分かりやすく教えていただ

ければと思います。 

【中井部会長】  事務局どうですか。お答えできますか。 

【土地政策課長】  コンパクトシティ施策については、平成２６年に法制度化した立地

適正化計画の策定・運用を中心に進めていく、実現していくというところだと思います。 
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 都市によってもかなり規模が違いますし、望ましいコンパクトシティの在り方も様々な

のだろうと思いますけれども、基本は今の都市計画区域を、人口密度を維持しながらより

まとめていく、小さくしていく。それを、その都市の規模、施設の配置だけではなくて、

公共交通で地域間をつなぎながら、生活利便性を落とさないようにしていくという考え方

です。 

 一律的に、そうした持っていくべき基準があるということではないと理解しております

けれども、コンパクトシティ政策の基本的な考え方は、申し上げたところです。 

 もし都市局さんで補足があれば、お願いします。 

【総務課長】  都市局でございます。 

 コンパクトシティは、今、土地政策課長からもお話がありましたように、立地適正化計

画というものを基に、まちづくりを地域で進めておりますけれども、制度ができて１０年

ということで、立地適正化計画の在り方については、ちょっと見直しというか、振り返り

をして、今後またどうやって地域に落とし込んでいくかというのを、まさに今、議論を中

でも始めているようなところでございまして、それがアウトプットとして、どのぐらいの

規模感でというところが、これはまさに土地政策課長が申し上げたとおり、地域によって

大分違ってくるのかなと思っておりますけれども、やはりただ色を塗っただけでは、なか

なかまちづくりは進まないというのもよく分かってきたし、地域の役割分担をどういうふ

うにやっていくかというところも、これも１０年やってみて、できていることと、できな

いことが分かってきたということでございますので、いろいろと反省を踏まえて、新たな

在り方を示していきたいというような、今は気持ちでおりますけれども、これから今後、

お示しできるかなと思っております。 

 ちょっと抽象的ですみません。 

【竹中委員】  どうもありがとうございます。 

 私の理解では、コンパクトシティにすることによって、インフラの整備がもっと楽に、

効率的になるというようなところを聞いていたことがあるので、やはりそれも含めて理想

的な形を考えていただければなと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ほかの委員の皆さん、いかがですか。 

 では、吉原委員お願いします。それから松尾委員。 
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【吉原委員】  ありがとうございます。本日は大変包括的な御説明をありがとうござい

ました。多岐にわたる政策課題があり、またそれに対して様々な施策が考えられていると

いうことを体系的にお示しいただいて、大変勉強になりました。 

 コメントとしまして、２点大きくございます。１つは、先ほど来、出ております能登半

島地震の被災地の件ですけれども、やはり被災地において表面化した液状化、復旧の遅れ、

それから、ハザードマップの重要性が再認識されたこと、そうしたことは、改めて国土管

理の重要性ということを、我々に再認識させるものであったと思っております。 

 日頃から、土地という個人の財産であり公共性の高い財について、予防の観点からもし

っかりと国土管理をしていくということが、いかに我々の日々の暮らしや、経済活動、国

土保全、国土管理という意味で重要なのかということを、本当に目に見える形で示してい

ることでありまして、今回の土地基本方針も、そうした我々の、まさに日々の生活の土台

をつくっていく非常に重要なものであると、この文章を拝見して思った次第です。 

 先ほど、瀬田委員から「サステナブルとは」という御質問がありまして、そこに対して

の御回答として、３つ今は思いつくところであるという御回答がありましたが、もしそこ

に１点付け加えられるとすれば、予防の観点から、あるいは国土管理の観点からのルール

をしっかりとつくっていくということが必要ではないかと感じており、そうしたルール、

あるいは規制という言葉は強いのですけれども、締めるところはしっかり締める、アクセ

ルとブレーキをしっかりと踏み分けていくという、そういったニュアンスも全体的にある

とよいかと思いました。 

 というのは、この未曾有の人口減少、気候変動という、誰も経験したことのない未知の

領域に入っていくわけですので、対策が後手後手になってしまってはいけない。特に所有

者不明土地で見られるように、一旦不明になって権利関係が錯綜したり、管理不全になっ

たところを、第三者がそこに踏み込んで財産権や個人情報に配慮しながら課題解決してい

くというのは、本当に市町村にとっても、周辺の住民にとっても負荷が大きいです。そう

いうことを招かないように、国としてしっかりと規制をかけていくべきところはかけてい

く必要があると思っております。 

 例えば、低未利用土地あるいは遊休地の取引を活性化する必要性が随所にうたわれてお

りまして、全くそのとおりだと思うのですけれども、逆にいろいろな新規参入の会社がこ

ういうビジネスを始めて、十分な土地の管理ノウハウもないまま、手放したいという人の

ニーズに安易に応えて、取引手数料だけもらって、あとは管理不全のまま放置するという
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ことも性悪説では考えられるところですので、土地の持つ公共性、国土管理という観点か

ら、そうした遊休地の流通を図っていくためにも、適切な法律をしっかりと、早め早めに

国がつくっていくことが重要ではないかと思っています。 

 また、たまたま財務省の財政審議会、財政制度分科会の資料を見ていたところ、４月９日

の会議の資料の中に、土地利用規制を組み合わせた防災・減災対策の必要性というページ

がございました。そうした方向性というのは、今回の土地基本方針案の中では見られなか

ったものですから、国としてどういう方向に行くのか。もし誘導の方向性を進めていくの

であれば、そのためのナッジは、手段は何なのかというところを手厚く書く必要がありま

すし、もし規制と組合せていくのであれば、どういう規制を考えるのかということの記述

が必要かと思った次第です。 

 ありがとうございます。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 手が挙がっている皆さんが多いので、意見の方を続けていきたいと思います。 

 松尾委員、どうぞ。 

【松尾部会長代理】  ありがとうございます。 

 先ほど来、出ておりますサステナブルという表現ですけれども、土地基本法は、１条で

「持続可能な社会の形成」という言葉を使っております。一方で、土地基本方針の今回の

改定案の中では、「サステナブル」という表現が２ページに３か所出てくるのですが、他方

で、「持続可能な」という言葉で検索しますと、１０か所以上出てきます。両者の意味は、

文脈にもよりますが、オーバーラップしているところもあるように思います。そこで、言

葉遣いを統一するということも考えられると思います。 

 「サステナブル」も「持続可能な」も “sustainable”から来ていると思いますが、日

本語としては「持続可能な」という表現も定着しているように思います。ＳＤＧｓも「持

続可能な開発目標」という言葉で定着していますので、「持続可能な」で統一するのも１つ

の考え方かなと思います。また、、１０ページの２５行目では、各論の部分ですけども、「持

続的な」という表現もされています。理由があって言葉遣いを分けるなら分けるで私はい

いと思うんですが、意味が同じであれば、統一していただくと非常に分かりやすいと思い

ました。 

 それから、今回の基本方針の改定案では、今まで出された意見を非常に丁寧に盛り込ん

でいただきまして、私としては、かなり内容が充実したものになっていると評価できると
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思います。とりわけ、この１ページの方に出てくる、無居住化する地域がどうしても出て

くるということに対して、本文の方では、無居住化したところの土地の管理をどうするの

か、それの管理を委託するというようなシステムも考えられるという対策も出ているので、

これらが対応しているということが、より分かりやすく見えると、問題提起と対応策とい

うことで、目配りされているということが分かってよいのではないかと思います。 

 同様に、都市と地方の双方の開発のあり方について、これも「持続可能な」開発の重要

な論点ですけれども、地方への移住のニーズが高まっているということも、１ページでも

指摘していただいています。それに対して４ページのほうで、移住ニーズに対応するため

に、農家付の住宅の紹介というような、制度的な手当てもしているという形で、ここもや

はり対応していると思います。 

 そこで、クロスリファレンスをするなどして、両者の記述が対応しているということが、

よりよく分かるようにすることも、読みやすく、かつ前向きな、積極的なメッセージとし

て発信できるのではないかと思います。ご考慮いただけますと幸いです。 

 【中井部会長】  ありがとうございます。 

 谷山委員、それではどうぞ。 

【谷山委員】  私からは、主に３点、コメントをしたいと思います。 

 １点目は、前回、この場で少し指摘をさせていただきましたが、デジタル証券やセキュ

リティートークンを含めた不動産投資市場の活性化に関して、１２ページ目に非常にたく

さん記載をしていただき、誠にありがとうございます。実際に世界に先駆けたイノベーシ

ョンとして、日本が先行して取り組んでいる珍しい分野になりますので、このような新し

い不動産投資市場の活性化という動きは、ぜひ推進していただきたいと思っています。 

 ２点目は、こちらは１４ページ目の真ん中ぐらいにありますが、まさに４月１日にスタ

ートした不動産情報ライブラリを含めた多様な情報の提供という点になります。こちらも

以前の企画部会で、私も質問した覚えがありますが、法務省さんの登記情報の備付地図と

同じように、不動産情報ライブラリもたしか４月１日にダウンしたぐらい、非常に注目を

集めた取組かと思います。実際に国交省さんの政策では珍しく神サイトと言われたり、こ

れが税金の正しい使い方と言われたり、非常にいろいろなＳＮＳで話題になったり、ニュ

ースになったぐらい非常に珍しい取組かと思います。このような情報の拡充や提供に向け

て、より強化をしていくような取組を、ぜひ記載をしていただけたらと思っています。 

 その上で、最後の３点目ですが、その下にＤＸの推進による土地政策の基盤強化という
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ところでは、前回、まさにＤＸの推進としか書いていなかったところ、こちらのような土

地政策の基盤強化という目的が記載されたのは、非常によいことかと思っております。 

 その中で、ちょっと御提案といいますか、コメントになりますが、やはり先ほどの多様

な情報の提供もそうですし、この土地政策の基盤強化というところも、その目的として例

えば消費者保護や不動産取引の活性化などが記載されています。しかし、やはりＤＸの推

進といった場合には、政策を立案する上での効率化や生産性の向上というのが非常に大き

なポイントだと思っています。最近であれば、何とかテックという中でも、ＧｏｖＴｅｃ

ｈであったり、ＲｅｇＴｅｃｈであったり、もしくはＳｕｐＴｅｃｈというように、政策

を立案する皆さん行政側の生産性の向上というところも、１つの視点としてあるのかなと

思っています。最近、霞ヶ関はブラック企業の代表のようになっていますけども、このよ

うな新しい情報やテクノロジーを使うことによって、より土地政策というものを効率的に、

生産性の高い状態でどんどん立案していくことが必要なのではないでしょうか。さらに最

後にはＰＤＣＡサイクルという記載もありますが、やはりモニタリングであったり、それ

をチェックしていくという体制も、エクセルファイルをいっぱい作ったりされると思いま

す。それら行政機関としての業務においても情報やテクノロジーによって自動化や高度化

を推進することによって、より効率的で創造的な土地政策の立案につなげるような視点が、

このＤＸの推進という中にあってもよいのではないでしょうか。 

 以上となります。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 ここでちょっとコメントをどうぞ。 

【土地政策課長】  各コメントをありがとうございます。 

 吉原委員からのコメントです。能登半島地震からの教訓というものを生かしていくとい

うことは、やっていかなければならないところだと思います。 

 いくつか御指摘がある中で、いわゆる土地の引取り屋のような動向は、承知はしている

んですけれども、まだ実態がよく分かっていないところがあります。この段階で何かでき

ることがあるとか、こうすべきだみたいな方向性があるわけでは全くないんですけれども、

ここは、よく注視していく必要があると考えております。 

 土地利用規制を合わせた防災・減災に関しまして、既に特に都市局、水局が中心になっ

て、主に水防災の分野で政策が一定進んでいて、そこはしっかり運用していくことも書い

ている。それ以外のところは、まだ検討に取りかかれておらず、新しくここに盛り込めて
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いないというところですけれども、引き続き防災・減災というのは、大きな政策課題とし

て開拓していくべき領域なのだろうと思っております。 

 それから、松尾委員からの御指摘は、サステナブルと持続可能なというところで、ここ

は個別の施策で言及するところは持続可能なと言っていて、最初の冒頭のところの今回の

方向性・目標として、スローガンとしてうたったところは、サステナブルを使ったという

ぐらいの使い分けです。意味するところは、ほぼ同じだと思っていますが、担当者の好み

といったところでワーディングを選んだというところがありますが、全体のスローガンと

個別施策で切り分けていると御理解いただけるとありがたいかなと思っております。 

【中井部会長】  ここで遮るようなんだけれど、土地基本法の方で持続可能ということ

がうたわれているのであれば、用語としては、本当はそこでそろえるというのはあるのか

なと、私もちょっと聞いて思いました。 

【土地政策課長】  そうですね。目的に書いてあるというところで。 

【中井部会長】  続けてください。 

【土地政策課長】  そんなところでございます。その他の記述の整理について、御指摘

を踏まえて考えたいと思います。 

 谷山委員からコメントを幾つか、ありがとうございます。 

 これについては、矢吹課長から何かありますか。 

【情報活用推進課長】  情報活用推進課の矢吹です。谷山委員からお話をいただきまし

て、ありがとうございます。 

 不動産情報ライブラリというのは、４月１日にオープンして、予想以上に反響をいただ

いたものですから、瞬間的にダウンしちゃって、立て直しましたので大丈夫です。 

 もともとは一般の消費者向けに、例えば引っ越しをされるとか、新しい物件を借りると

きに、いろんな情報を重ね合わせて見られるようにという思想なんですけれども、１つ申

し上げておければなと思いますのが、載っているデータは、ＡＰＩの形でデータを民間事

業者の中に提供するということもやっています。店開きをして２週間ぐらいなんですけれ

ども、１,０００社弱の方から申請をいただいていて、データが出ていく関係に今はなって

います。 

 その中にも、必ずしも不動産事業だけをやっていらっしゃる方ではなくて、いろんな事

業をなさっている方が土地に関する情報を使いたいというニーズが一定程度あります。し

たがってデータをオープンにすると、いろんな主体がそれを手に取って自分たちの業務の
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効率化に使うとか、そういうこともできるんだろうなと感じたところです。 

 また、将来の道筋としては、例えば、吉原先生がおっしゃいましたけれども、土地利用

と防災を絡めていくということは大事だと思っていて、規制という方法もあると思います

けれども、例えば、誘導していくということであれば、情報をできるだけオープンにして

いって分かりやすく伝えることによって、消費者の行動を変えていくということも、政策

としてはできるかなと思いますので、こういう不動産情報ライブラリを使いながら、そう

いうことも少しこれから考えていければなと思っております。 

 以上です。 

【中井部会長】  どうもありがとうございました。 

 それでは、委員からの御発言に戻りたいと思います。福和委員、野澤委員、清水委員の

順でお願いをしたいと思います。 

 福和委員、どうぞ。 

【福和委員】  福和でございます。 

 ハザードの大切さを随分盛り込んでいただいて、ありがとうございました。全体として

非常によく書けているんじゃないかと思います。 

 それで少し感じましたのは、先ほども幾つか議論が出ていましたように、どちらかとい

うと水害危険度については、都市政策の中にうまく組み込めてきているように思うんです

けれども、残念ながら、まだ地震とか火山のハザードについては、十分に政策的には作り

にくくなっているのかなと思います。 

 もともと私たちの国は、プレート境界に位置し、かつアジアモンスーン地帯にも位置す

るということで、あらゆる災害にいつも見舞われてきました。ですから、過去から日本文

化というのは、危険を避ける文化として成り立っていたと思うのですが、その辺りが戦後

教育の中で、ほとんど触れられなくなってきているというところに、大きな課題があると

思っていまして、もしも可能であればこのレポートの中に、何らか教育の大切さのような

事柄が一言でも盛り込めるといいかなと思って、先ほど来、見ていました。 

 検索してみると、教育という言葉が一言もこのレポートにないんです。むしろ国民全体

が、サステナビリティーとか、あるいは災害危険度とかっていうようなことを、ちゃんと

日頃から考えるような素地があってはじめて適切な土地利用ができるのではないかと感じ

るということもあります。 

 それと同時に、そういったような教育をサポートするような情報を適切に出していく。
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そのために、最近では地理院地図が随分役に立つと思うんですけども、もっと上手に地理

院地図を使いながら、災害に関わるようなことというのは、標高であったり、土地の傾斜

角であったり、地質の硬さのようなものであったり、切り盛り分布であったり、昔から今

までの土地の改変なので、今昔マップであったりというような事柄を見せられるようにす

るとともに、そこから出てくるハザードとかで、現状の土地利用の変遷のようなものを見

せていただけるようになると、ここで示されている様々な提言が生きていくのではないか

と感じました。 

 ということで、私のほうで申し上げたかったことは、できれば、教育のような視点と、

それからそれを支える情報基盤というようなものの整備を、国交省も前向きにやっていく

というスタンスがあるといいのではないかと思った次第です。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 続いて、野澤委員、お願いします。 

【野澤委員】  野澤です。御説明ありがとうございました。 

 ２点ございまして、１点目はコメントなんですけれども、先ほど、吉原さんのほうから、

国土管理の中で予防という観点が重要だというお話で、まず、私も全く同感でして、もう

少しどこかに何か予防ということも、これからの施策として充実させていくというニュア

ンスをどこかに、もう少し強めに入れていただけるといいのかもしれないなと思いました。

これはコメントです。 

 ２点目なんですけれども、前回に私が意見を述べさせていただきましたのが森林のお話

でして、今回の改定案の本文１０ページ目に記載して御対応いただいております。前回、

文書で出させていただいた意見として、森林地域でホテル等の観光系開発によるスプロー

ルが進行しているという問題が結構出てきているので、森林地域における観光開発等に対

する適切な土地利用の推進について記載してはどうかという意見を述べさせていただいて、

御対応いただいているわけなんですけれども、その中で、ここに保安林制度を通じた森林

の適切な利用及び管理及び林地開発許可制度を通じた、森林の土地の適正利用の確保に関

する取組を記載しましたというふうにコメントをいただいておりまして、本文のところに

もそのようになっているんですけれども、林地開発許可制度そのものが、要するに森林の

働きを損ねないものを主眼にされた制度であって、ホテルとかそういった観光施設が森林

の中で個々に、林地開発許可制度の中で許容されていったとしても、それがだあっとスプ
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ロールしていくということに対して、なかなか歯止めをかけられていないという、法制度

上の抜けというか、都市計画区域外とかそういうようなところの中ですと、適切に土地利

用がコントロールできていないという問題がありますので、この本文の中に林地開発許可

制度を通じてという言葉が入ると、結局、林地開発許可制度の枠内でやりますよっていう

ことになってしまうので、私の思いとしては、森林地域の適切な土地利用を確保するとい

う意味なので、できれば林地開発許可制度の文言を抜いていただくか、「林地開発許可制度

など」という形で、もう少し林地開発許可制度の枠を越えて、もう少し新しい予防という

観点からの土地利用の適正化に向けてやってほしいという趣旨でございましたので、これ

は、いろいろ調整もあると思いますので、御検討いただければと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 それでは続いて、清水委員、お願いいたします。 

【清水委員】  清水でございます。ありがとうございます。 

 私は、１３ページを出していただけますでしょうか。下の数字で１３ページになります。

これです。最後のところで第３章の１.土地に関する調査の実施と不動産登記情報の最新

化で、（１）地籍調査等の計画的な実施というところで、私が最も関心を持っている部分な

んですけれども、ここは２つの段落からなっています。第１段落が、地籍調査の迅速かつ

効率的な実施云々というふうに、国土調査事業についての話でございます。２つ目の段落

が、都市部の地図混乱地域を対象とした法務局の地図作成事業についてでございます。 

 私は前回の会議で、骨子についての資料の御紹介でしたけれども、あまりにこの第２段

落の法務局の地図作成事業について簡単に書かれていたので、ここの計画的な実施という

のを、もうちょっときちっと書いたほうがいいというコメントをさせていただきました。

その結果、内容を膨らませていただいてありがたいんですけれども、結果として、国交省

から見ると本家本元の第１段落、国土調査事業十箇年計画に関わるところが、内容が総論

的でよく分からないというか、もうちょっと具体的な形を取ってもいいのかなという気が

しました。 

 というのは、前回、骨子の資料でも、第７次国土調査事業十箇年計画の中間見直しを踏

まえ云々というふうに、この十箇年計画は令和２年にスタートしていまして、来年度から

後半戦に入るわけですけれども、後半戦で何をやっていくかというようなことの文脈で書

かれていたんですね。これは大変結構なことだと思ったんですけれども、今回のこの資料
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を見ると、何か総花的で５、６年前、１０年前の資料でもこれに相当するようなのが書か

れていたという気がしてならないということで、せめて、ここの第１段落でも、前回の骨

子の資料にもあったように、第７次国土調査事業十箇年計画の中間見直しをやったんだと。

その結果を踏まえて後半戦に入るんだというようなことを、きちっと書いていただきたい

ですし、特にこの現地調査手続の円滑化、今日、實井課長様からも中間見直しの報告書の

説明がございましたけれども、これは大変重要なことで、令和２年に土地基本法が改正さ

れて、御存じのように土地所有者の責務というのが明記されました。それに関係する大変

重要な現地調査手続の円滑化で、これは大変重要な試み、取組なわけです。この辺りも、

できればもうちょっと膨らませて、そういうような背景と共に書いていただきたいなとい

う印象を持ちました。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 では、ここでコメントをお願いできますか。 

【土地政策課長】  コメントありがとうございます。 

 福和委員からお話いただきました、教育の大切さに関する言及について、この視点はこ

れまで持ったことがなかったものですから、御指摘を踏まえて、どんなことができるのか

ということを少し検討させていただければと思います。 

 それから、野澤委員からのコメントになります。森林開発、観光開発によるスプロール

に対して、十分問題意識に応えられたものになっていなかったところにつきましては、制

度所管省庁と、改めまして先ほどの御指摘を踏まえて担当としての見解、それから今後、

どんなことが考えられるのかといったことを調整してみたいと思います。 

 また、清水委員からの御指摘でございます。地籍調査は、確かに骨子にも十箇年計画に

触れておりまして、いろいろ協議をする中で今の記述になっているんですけれども、再度、

昨年度の大きいイベントとして検討してきたということもございますので、そうしたこと

が表記できるのかどうかというところで、また、調整をしてみたいと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、辻委員。あと、御発言を希望される方は、奥田委員と、それからオンライン

でまだ御発言されていない方はいかがでしょうか。私のメモだと、飯島委員と池邊委員か

なと思いますけれども。 
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 それではまずは、辻委員から。続いて、奥田委員、それから飯島委員の順でお願いした

いと思います。 

【辻委員】  どうもいろいろと取りまとめをありがとうございます。私も幾つか御意見

申し上げましたが、対応していただきまして感謝申し上げます。 

 端的に私も最後に感想と、それから３つコメントしたいのですが、１つは、先ほどから

議論になっているサステナブルのところです。今回は確かに、一番最初の基本的な考えの

ところにサステナブルが一番出てきているのですが、その後の２章の具体的な中では非宅

地化ですとか、それからコンパクト化ですとか、サポート的な利用ですとか、幾つか今ま

での施策の中でも、ここの基本方針なりに頑張って取り上げられているものがありますの

で、それをうまくもうちょっと散りばめて前のところに書けば、もう少し具体的な土地基

本方針なりのサステナブルなイメージが出るんじゃないかと思いますので、そこはちょっ

と作文努力してほしいなというのが、最初の１点です。 

 ２点目は、農地のところも御対応いただいて、１０ページのところです。基本的に私も

これでいいと思いますし、食料の安定供給のために農地をなるべく確保するというのは、

これが今の方針になるので、私はそれでもいいと思うのですが、土地利用の観点からする

と、結局、今の農地の設定が自給率を高めていくことを前提に設定しているので、現行の

農業生産量に比べて過大に設定されているわけです、事実上。幸いにして、これが本当に

自給率を高めていくといいんですけど、少子化もますます進んでいくとなると、国内で本

当に賄うべき、事実上賄ってくる食料生産に比べて、かなり過大に農地が設定されるとい

う状況が恒常的に続くと。そうした場合の農地を、どうやって適正に管理していくかとい

うところが、やはり事実上、大きな論点。特に農水省じゃなく、ここを全体で議論してい

る場合に重要なところだと思いまして、その部分が１０ページの、多分２１行目から２５行

目ぐらいのところに、一応対応するようなところは、それに類することは書いているんで

すけど、これで本当に充分、農地全体として適正利用していけるのかどうなのかと。もう

少し、今あるギャップの部分を埋める、ないしは埋められない場合の適正な土地利用の在

り方について、少し事実上担保するような施策があってもいいんじゃないかというのが、

２点目です。 

 それから３点目が、１１ページの地域の維持活性化に関する点で、これも事実上、産業

用地への転換ですね。そこのところをここに書いてもらっているのですが、この記述自体

はこれでいいと思うんですけど、この記述が、市町村が行う産業団地等ということで、市
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町村という限定がついているんです。多分、熊本だとか千歳のあの規模を考えたら、通常

は市町村は大分厳しくて、かつてでいったら住都公団の得意業、地域振興公団とか、それ

から都道府県クラスが、土地公社も持ちながら大規模にやるという感じの事業イメージが

これに匹敵しますし、それから、この直接の産業用地以外の関連用地まで含めると、多分

かなりの転用を確保しなきゃならなくなると。その部分をここは一応、市町村が行う産業

団地の決め打ちの記述になっているんですよ。今回はこの土地利用方針としては、かつて

でいったら公団等ですとか、都道府県ですとか、こういうふうなところがやるものの産業

団地・工業団地の整備は念頭に置かないのかどうなのか。やる場合は、これはどういう扱

いになるのかと、ここのところが知りたいということになります。 

 あわせて、農地のところも、それからここのところも粗放的な利用ですとか、粗放的な

管理という言葉を入れてもらっていまして、これは私としてもうれしいのですが、もうち

ょっと粗放的なところを何か体系的にどこかに、最初のサステナブルのところでもいいの

ですが、書いていただいてもいいのかなというのがあります。 

 あともう一つ、最後にＤＸのところです。これも前に比べると書いている中で、１５ペ

ージの１３行目から１６行目のところ。ここのところ、ここはかなり明記して書いていま

して、不動産登記データベースについて２０２５年度以降、順次関係機関に提供を開始し

て、住所・所在地データについて情報を集約して、随時更新する仕組みを整備するという

ふうに書いて、このときの不動産登記データベースと他の公的情報との関係、これは完全

に対応を図るような形で出し切るのか、取りあえず、整備したところから順次公開するよ

うな形になるのか。他の情報とのひもづけ、関連づけの仕方がどうなるのかが現行のイメ

ージ。これが土地政策の基盤となるということの基盤強化の一端となると、結構ベースと

して大きくなるので、そこのところのイメージをお聞かせいただけたらと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 では、奥田委員、どうぞ。 

【奥田委員】  きれいにまとめていただいたので、特にここをということはないのです

けれども、この基本方針の目玉は、先ほど来、出ているサステナブルなというところなの

だろうと、ここが中心になってくるのだろうと思います。 

 その内容については、先ほど御説明いただいたように利用転換を促すですとか、使って

くれる人を探す、放棄されることがないということだと思うのですが、従前から話題にな
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っている、じゃあ、誰がやるのというところの担い手の問題は、大きな課題として残って

いると思っていまして、そこを解決していくために、この基本方針案では、いろいろな新

しい技術を使っていこうということですとか、データを整備していこうということで、土

地情報ライブラリの拡充なども併せて記載していただいているのかと思います。まさにそ

このところがうまくいくかというところが実現性にかかってくるのかと思います。 

 地価公示の御説明であったように、利便性の高いところに人は流れてしまいます。その

ときに、必ずしも災害リスクということ、防災・災害関係をどう考えていくかというとこ

ろが、希薄に今はなっているのではと思います。価格は非常に上がっていますし、安いと

ころを探して、結局そこは危険区域であったりということもあります。一方で基本方針で

は、そういうところになるべく人が行かないようにというところがあり、現実の政策とし

てどう整合を取っていくのかというところは、以前から気になっているところです。でき

るところからやっていくしかないとは思うわけなのですが、ハザードマップの充実も含め

て、この状況を国民がどう認識してくれるのかというところを、注視していく必要がある

と思っています。 

 課題は非常に多いのですけれども、いろいろな専門家もいらっしゃるわけですので、多

様な知恵と工夫ということで、ありきたりではありますけれども、鑑定士も全国の地価を

現地に行って見ているわけですから、そういう人たちの力も使いながらやっていただきた

いと思っています。 

 今日御説明いただいた委員への回答というところに書いていただいたように、自然に人

の行動や社会が動いていくような工夫というのは、かなり必要になってきます。ここがな

いと、幾ら自治体が、国がこうせい、ああせいと言っても、なかなか動かないところがあ

るので、私はこういう社会が実現できるよう施策を投じていくということを基本方針にも

書いてはいただけないものかと思いました。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、飯島委員、どうぞ。 

【飯島委員】  ありがとうございます。飯島でございます。全体にわたる抽象的なコメ

ントにとどまりますけれども、一言だけ申し上げます。 

 土地政策は総合性を要するということで、この部会でも当初から分野間においても、ま

た主体相互間においても、またプロセスにおいても連携協力ということを強調して、それ
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をきちんとこの案に盛り込んでくださったと思っております。ですので、連携・協力がそ

れぞれの局面で必要だということはもちろんなんですけれども、言うもでもないことでは

あるのですが、同時にそれぞれの役割の分担であるとか、あるいはプロセスについての分

節化ということも、考えていかなければならないだろうと思っております。 

 責務を負う土地所有者と地域住民との関係でありますとか、あとは取り分けＤＸ、デジ

タル化の話題が何度も出てまいりましたけれども、ＤＸの推進という手段において、また

土地政策の基盤強化、谷山委員も政策立案という言葉で効率化ということをおっしゃって

いましたけれども、そういう分野でそういう局面での国と地方の役割分担という基本的な

ところも踏まえつつ、また同時に現場、現実を踏まえて、それぞれの役割とプロセスとい

うものを連結しながら、進めていく必要があるのだろうということを改めて感じたところ

でございます。 

 以上でございます。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 もう御発言はございませんか。 

 では、吉原委員、手短に。 

【吉原委員】  すみません。手短にいたします。 

 ８ページの（３）に、生活環境の保全等を図る土地の利用及び管理、として２行あるの

ですけれども、この前の項目、（２）がかなり長いのに対して、この（３）は２行だけで、

またかなり包括的な文章になっているので、もう少し具体的だったらと思いました。 

 あともう一点は、１６ページですけれども、専門家の重要性がうたわれている中で、不

動産鑑定士の確保ということがあります。非常に重要な点だと思い、賛同いたします。と

同時に、様々な専門士業の方がいらっしゃる中で、やはりその様々な士業の方に、ぜひ自

分たちもこの一端を担うのだと協力していただく必要があることを考えますと、特定の士

業名だけをここに明記するということが誤解を招かないように、なぜこれだけが明記され

ているのか、例えば、特に人数が不足しているからだとか、そういった背景が分かるよう

な一言があると、より多くの人の協力を得られるかと思った次第です。すみません。 

【中井部会長】  ありがとうございました。 

 では、事務局どうですか。 

 その前に、私も１つ、２つ。今日はいろいろキーワードレベルで出てきている話が幾つ

かあって、まずはサステナブルということかなと思います。これはちゃんと検討してくだ
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さい。 

 それから、あとキーワードレベルで、予防というようなキーワードがやはりあったかな

と思います。何人かの先生方が御指摘されたことで、どういう形で入れるかどうか。具体

的な施策にどう結びつけられるのかという、最低限、イメージぐらいは持っていないと、

多分、ここにはなかなか載せにくいのかなという気もするんですけれども、少し検討して

いただく余地があるのかなと思いました。 

 

 それからもう一つは、福和先生の言われた教育なんだけれども、教育という言い方がい

いか、学習という言い方のほうがいいか、その辺りも含めて、これも具体的にどういう政

策につなげられるか。防災絡みの学習だったり教育であったり、これを情報とどう、活用

と絡めていくかというような話題だったかと思いますけれども、少し検討していただくと

いいかなと思いました。 

 それからもう一つは、非常に形式的な話なんですけれども、脚注をどのレベルでつける

かということで、例えばなんですけど、７ページの（２）の環境との共生を志向する土地

の利用及び管理のところに、かなり集中しているんですよね。４つぐらいここに脚注があ

って、４つも脚注をつけないといけないような、つまり一般の人には、なかなかなじみが

まだないものを、どう表現してここに入れるかって、結構、重要な話かなと思いましたの

で、少しこの脚注、これも本当は脚注をつけておいたほうがいいんじゃないかというよう

な用語で抜けているのもありますし、逆にこれはもう脚注のレベルにしなくてもいいじゃ

ないかというようなのもあるので、少し脚注のところは見直していただいた方がいいかな

と思いましたので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、今までのところで事務局の側から何かございますか。 

【土地政策課長】  多数のコメントをいただきまして、ありがとうございます。 

 辻先生からお話いただいた、サステナブルのコンセプトだったり、総合的管理の方向性

だったり、もうちょっと書き込むことでうまく表現できるんじゃないかというところは、

考えてみたいと思います。 

 農地の政策に関しましては、現時点で整理して、今後の当面の対策として書けることを

書いているつもりではあるんですけれども、今のいただいた御指摘を踏まえて、もう少し

何ができるかというのは担当部署とも相談をしてみたいと思います。 

 ベース・レジストリの御指摘について、もし補足できる方がいたらお願いします。 
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 それから、奥田委員からの御指摘です。担い手を具体的にどう確保していくというのは、

課題でありまして、それは引き続きこの基本方針を踏まえて、何ができるかということを

検討していくところかなと思っております。 

 それから、吉原先生からありました、管理不全対策のところは簡潔に書いてしまってい

ますが、ここは空き家ですとか、あるいは所有者不明土地という切り口であれば、管理不

全に対して災害発生防止の行政措置を講じる制度が整備できているんですけれども、一般

の空き地だったり、建物は建っていないけれども倒木の心配があるとか、あるいは物を積

んでいて、それが崩れてくるとか、そういう土地に対しては、そうした枠組みがないもの

ですから、新しく管理不全対策を講じられないかということで書いております。まだ検討

にも十分着手できていないので、さらっとした表現になってしまっておりますが、これか

ら検討を深めていきたいと思っております。 

 不動産に関する専門の士業は、今記載があるところだけでなく、広く政策を支えていた

だく必要が当然あるわけでありまして、これも特定の士業の記載でいいのか表現の工夫も

含めて受け止めたいと思います。 

 中井先生から、最後に御指摘いただきましたキーワードの整理、それにひもづけられる

政策がついてくるのかどうなのかといったところ。それから脚注の整理につきましても、

改めて検討させていただきたいと思います。 

 以上です。 

【中井部会長】  ありがとうございます。 

 それでは、もう時間も予定の時間を過ぎておりますので、本日の議論はここまでとさせ

ていただければと思います。 

 本日いただいた意見を踏まえて、事務局において、引き続き検討作業を進めていただき、

追って皆様方のお手元に修正案を、見え消しの形になるんですかね、お届けできるのでは

ないかと思いますが、時期的にはいつ頃になりそうですか。これは、パブリックコメント

の前、後？ パブコメの意見と併せて修正するというのもありかと思うので。 

【土地政策課長】  そうですね。スケジュール的にタイトになってきておりまして、並

行して進めさせてもらうことも視野に、そこはタイミングを御相談差し上げたいと思いま

す。２、３日で御提供できるかというと、ちょっと難しいかなと思います。 

【中井部会長】  それは無理ですね。 

【土地政策課長】  すみません。 
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【中井部会長】  ありがとうございました。 

 それでは、あとはそういった手続になるということを御了解いただければと思います。 

 それでは、本日予定された議事は以上でございますので、これで審議会は終了といたし

ます。進行を事務局に、ここでお返しいたします。 

【司会】  部会長、ありがとうございました。 

 委員の皆様におかれましては、長時間にわたる御審議をいただきありがとうございまし

た。本日いただいた御意見を踏まえた修正については、後日、御報告をさせていただきま

す。 

 本方針案については、パブリックコメントを開始した上で、５月８日の土地政策分科会

において御審議をいただいた上で、６月頃の閣議決定に向けて、引き続き手続を進めてま

いります。 

 それでは、以上をもちまして本日の企画部会を終了いたします。本日は誠にありがとう

ございました。 

 

―― 了 ―― 


